
決定 （単位：千円）

財　　　源　　　内　　　訳

課  名 事　業　名 事　　業　　概　　要 予算額 国支出金 起債 その他 一般財源 予算額 国支出金 起債 その他 一般財源

秘書課 秘書費（会計年度任用職員） 職員給与費 7,218 7,218 6,463 6,463

秘書課 特別職給与費 特別職給与費 65,888 65,888 62,752 62,752

秘書課 職員費（秘書課） 職員給与費 105,654 105,654 111,623 111,623

秘書課 関西広域連合長関係費 関西広域連合長関係にかかる秘書事務に要する経費を計上する。 10,110 10,110 11,400 11,400

秘書課 秘書費 知事および副知事の秘書事務に要する費用を計上する。 28,728 9,500 1,150 18,078 16,691 16,691

広報課
一般広報活動（会計年度任用職
員）

職員給与費 7,574 7,574 3,272 3,272

広報課 職員費（広報課） 職員給与費 164,808 164,808 152,023 152,023

広報課 デジタル版広報誌の発行
デジタルの持つ機動性、双方向性、動画による伝わりやすさといった特性を活かし、より多くの県
民に分かりやすく県政情報を届けられるよう、滋賀県デジタル広報誌web滋賀プラスワンを運用す
る。

28,968 28,968 27,600 27,600

広報課 県広報誌の発行 県の重要施策や課題、滋賀の魅力をわかりやすく伝える広報誌を発行する。 44,271 4,880 39,391 46,158 4,880 41,278

広報課 県広報誌の発行（B経費） 県広報誌の発行に係る事務に要する費用を計上する。 2,972 2,972 3,031 3,031

広報課 その他広報刊行物の発行 その他広報刊行物の発行に係る事務に要する費用を計上する。 1,400 1,400 1,100 1,100

広報課 テレビ放送 県政情報を掘りさげて伝える番組や手話ニュース番組を制作・放送する。 42,051 42,051 42,051 42,051

広報課 テレビ放送（B経費） テレビ放送に係る事務に要する費用を計上する。 45 45 45 45

広報課 ラジオ放送 県政情報や生活情報を伝えるラジオ番組を制作・放送する。 1,282 1,282 1,282 1,282

広報課
５分でわかる暮らしの情報お届け
事業

県政情報や県民の暮らしの安全・安心につながる情報を伝えるテレビ番組を制作・放送する。 20,368 20,368 20,368 20,368

広報課
【挑】応答性を備えた対話と共感
による広報サイクルの構築事業

WEBアンケートの実施や、WEBサイト・SNS上の声に加え、「県民の声ひろば」「子ども県民の声ひろ
ば」へのAIを活用した自動応答システムの搭載により、声を収集・分析・可視化し、関係所属で共
有することで、施策の改善や効果的な実施につなげる。

1,000 1,000

（参考）　前年度当初予算額

財　　　源　　　内　　　訳

当初予算額



決定 （単位：千円）

財　　　源　　　内　　　訳

課  名 事　業　名 事　　業　　概　　要 予算額 国支出金 起債 その他 一般財源 予算額 国支出金 起債 その他 一般財源

（参考）　前年度当初予算額

財　　　源　　　内　　　訳

当初予算額

広報課
応答性を備えた対話と共感による
広報サイクルの構築事業

WEBアンケートの実施や、WEBサイト・SNS上の声に加え、「県民の声ひろば」「子ども県民の声ひろ
ば」へのAIを活用した自動応答システムの搭載により、声を収集・分析・可視化し、関係所属で共
有することで、施策の改善や効果的な実施につなげる。

7,508 2,748 4,760 3,073 3,073

広報課 広聴事業 広聴事業に係る事務に要する費用を計上する。 650 650 650 650

広報課 世論調査事業 世論調査事業に係る事務に要する費用を計上する。 3,213 3,213 2,696 2,696

広報課 県民と知事との直接対話事業 県民と知事との直接対話事業に係る事務に要する費用を計上する。 393 393 373 373

広報課 県民相談事業 県民相談事業に係る事務に要する費用を計上する。 262 262 250 250

広報課 【挑】魅力発信ページ構築事業
わたSHIGA輝く国スポ・障スポ大会を機に、本県に関心を持たれる方々に、滋賀の魅力（グルメ、観
光、文化、物産等）を一覧性を持たせて紹介するページをホームページ上に構築する。

5,000 5,000

広報課 機動的広報対応事業
県民との相互理解を深める情報発信のため、状況の変化等に臨機応変に対応し、広報の内容や対象
によって広報媒体を使い分けた「伝わる」広報を行う。

2,500 2,500 2,600 2,600

広報課
滋賀県公式ホームページリニュー
アル事業

現行ホームページの課題を解決し、より利用しやすいホームページの実現をめざすため、第三者に
よる専門的な支援を受けながらホームページのリニューアル（再構築）を行う。

21,017 21,017

広報課 新聞紙面広報等 新聞紙面広報等に係る事務に要する費用を計上する。 3,300 3,300 3,388 3,388

広報課 北方領土返還要求運動
北方領土返還要求運動の推進を図るため、北方領土返還要求運動滋賀県民会議が行う事業に対し補
助する。

350 350 350 350

広報課 北方領土返還要求運動（B経費） 北方領土返還要求運動に係る事務に要する費用を計上する。 730 730 670 670

広報課 一般広報活動 一般広報活動に係る事務に要する費用を計上する。 3,335 42 3,293 3,229 3,229

広報課 情報収集費 情報収集に係る事務に要する費用を計上する。 7,095 4,063 3,032 7,212 223 6,989

広報課 ホームページ運営費（B経費） ホームページ運営に係る事務に要する費用を計上する。 2,711 2,711 8,048 3,840 4,208

広報課 【挑】滋賀の戦略的県外PR事業
本県の魅力的な素材や旬の話題について各種メディアへのPR活動を実施し、県外の方々等に対し
て、効果的な情報発信を行う。

20,394 10,197 10,197 18,500 9,250 9,250

広報課 高校新聞部による県政広報事業
県内高校新聞部が希望するテーマについて新聞部員を対象に「知事記者会見」形式で県の施策を説
明し、各校の新聞で記事として取り上げてもらうことで、県政情報を高校生に届ける。

60 60 60 60



決定 （単位：千円）

財　　　源　　　内　　　訳

課  名 事　業　名 事　　業　　概　　要 予算額 国支出金 起債 その他 一般財源 予算額 国支出金 起債 その他 一般財源

（参考）　前年度当初予算額

財　　　源　　　内　　　訳

当初予算額

広報課 報道機関との連絡調整 報道機関との連絡調整に係る事務に要する費用を計上する。 697 697 671 671

広報課 記者室の運営 記者室の運営に係る事務に要する費用を計上する。 1,030 1,030 1,150 1,150

広報課 県民サロン・受付案内運営費
県民サロンの運営ならびに受付案内および総合案内電話等業務に係る事務に要する費用を計上す
る。

10,114 10,114 9,838 9,838

防災危機管理局
危機管理センター維持管理費（B
経費）（会計年度任用職員）

職員給与費 7,905 7,905 7,149 7,149

防災危機管理局
原子力防災対策強化事業（会計年
度任用職員）

職員給与費 3,876 3,876 3,465 3,465

防災危機管理局
学校運営費（B経費）（会計年度
任用職員）

職員給与費 3,759 3,759 3,519 3,519

防災危機管理局
防災カフェ事業（会計年度任用職
員）

職員給与費 4,255 4,255 3,935 3,935

防災危機管理局
高圧ガス指導取締費（B経費）
（会計年度任用職員）

職員給与費 3,926 3,926 3,515 3,515

防災危機管理局 職員費(防災危機管理局) 職員給与費 337,504 16,134 321,370 324,458 22,726 301,732

防災危機管理局 滋賀県防災会議の運営 滋賀県防災会議の運営にかかる事務に要する費用を計上する。 736 736 736 736

防災危機管理局
【長】危機管理センター長寿命化
事業

予防保全計画に基づき、危機管理センターの施設の改修を行う。 27,035 26,900 135

防災危機管理局
【高】危機管理センター維持管理
費（物価高騰分）

物価高騰に伴う危機管理センターの光熱水費に要する費用を計上する。 5,147 5,147 6,186 6,186

防災危機管理局
みんなで生き延びる防災力向上事
業

家庭や地域における自助の取組を推進するため、教員を対象とした防災教育に関する研修や地域防
災アドバイザーのスキルアップ研修を通じた自助推進の担い手育成などを行う。

1,688 1,688 2,080 2,080

防災危機管理局
危機管理センター維持管理費（B
経費）

危機管理センターの施設管理にかかる事務に要する費用を計上する。 44,866 7,864 37,002 44,652 2,554 42,098

防災危機管理局 国民保護法制の推進
Jアラートにより伝達された弾道ミサイルの情報を基に、適切な安全確保行動がとれるよう訓練を実
施する。

250 250 707 707

防災危機管理局
地方合同庁舎非常用発電設備強化
事業

外部からの燃料供給なしでの稼働時間が72時間未満の合同庁舎（大津、南部、東近江、湖東、湖
北）について、非常用発電設備の連続稼働可能時間を延伸するため、燃料タンクの増設等、改修工
事を実施する。

439,564 435,200 4,364 36,820 36,800 20



決定 （単位：千円）

財　　　源　　　内　　　訳

課  名 事　業　名 事　　業　　概　　要 予算額 国支出金 起債 その他 一般財源 予算額 国支出金 起債 その他 一般財源

（参考）　前年度当初予算額

財　　　源　　　内　　　訳

当初予算額

防災危機管理局 女性の参画による防災力向上事業
女性参画等に関する議論の場を設け、防災対策への女性の参画と「女性の視点」の反映を進めるこ
とにより、多様なニーズに配慮した防災対策を実現する。

351 351 164 164

防災危機管理局 滋賀県被災者生活再建支援事業
住宅に被害を受けた住民が早期に安定した生活を再建することを支援する市町に対して、国の支援
制度を補完する滋賀県被災者生活再建支援制度により補助を行う。

374 374

防災危機管理局
滋賀県防災情報プラットフォーム
整備事業

現行システムの現状調査、国内の最新動向調査、関係機関への意見聴取の結果を踏まえ、滋賀県防
災情報プラットフォームの構想を取りまとめ、構想書に基づく実施設計を行う。

26,533 26,400 133 3,257 3,257

防災危機管理局 職員の災害対応力向上事業
県職員の災害対応能力の向上を図るため、先進事例を参考に全職員を対象とする研修や市町と連携
した訓練等を実施する。

1,563 1,563 1,976 1,976

防災危機管理局 自主防災組織の充実強化事業
自主防災組織の防災力を向上するため、地区防災計画策定を支援するとともに、地区防災計画策定
アドバイザーを育成する。

1,391 1,391 889 889

防災危機管理局
防災と保健・福祉の連携促進モデ
ル（滋賀モデル）展開事業

市町により策定される要配慮者の個別避難計画について、計画に基づく訓練や医療的ケア児等の計
画策定の事例などの横展開等を通して、計画の実効性を確保できるよう市町を支援する。

452 452 663 663

防災危機管理局 防災行政無線設備等更新事業
県、市町、各消防本部等の関係機関に整備している滋賀県防災行政無線の設備全体の更新に向けた
実施設計を行う。

109,900 100,000 9,900

防災危機管理局 防災教育・訓練の実施
災害時に迅速、的確に対応できる体制づくりと県民の防災意識の向上を図るため、防災関係機関や
地域住民等が相互に連携を強化しながら円滑な応急対策活動ができるような実践的な訓練として、
総合防災訓練を実施する。

2,850 2,850 2,850 2,850

防災危機管理局 防災教育・訓練の実施（B経費） 防災教育・訓練の実施にかかる事務に要する費用を計上する。 457 457 507 507

防災危機管理局
気象通報・収集体制の充実（B経
費）

気象通報・収集体制の充実にかかる事務に要する費用を計上する。 44,814 44,814 38,400 38,400

防災危機管理局 防災一般管理費（B経費） 危機管理・防災体制の整備・運営にかかる事務に要する費用を計上する。 13,449 13,449 13,523 13,523

防災危機管理局 国民保護法制の推進（B経費） 国民保護法制の推進にかかる事務に要する費用を計上する。 414 414 397 397

防災危機管理局
防災行政無線の管理・運用（B経
費）

防災行政無線の管理・運用にかかる事務に要する費用を計上する。 91,122 5,561 85,561 99,283 7,834 91,449

防災危機管理局 防災航空体制の整備・運航
滋賀県防災ヘリコプター運航連絡協議会を通じて、航空隊員の派遣元消防（局）本部に対し、職員
の派遣に伴う負担を補償するための財源として防災ヘリコプター運航調整交付金を交付する。

8,000 8,000 8,000 8,000

防災危機管理局
防災航空体制の整備・運航（B経
費）

防災航空体制の整備・運航にかかる事務に要する費用を計上する。 276,035 5,800 270,235 912,800 3,100 909,700

防災危機管理局 住宅の地震防災支援事業
大規模地震発生時における電気を起因とする火災を未然に防止するため、感震ブレーカーの導入経
費の補助を行う市町を支援し、普及を図る。

5,000 5,000



決定 （単位：千円）

財　　　源　　　内　　　訳

課  名 事　業　名 事　　業　　概　　要 予算額 国支出金 起債 その他 一般財源 予算額 国支出金 起債 その他 一般財源

（参考）　前年度当初予算額

財　　　源　　　内　　　訳

当初予算額

防災危機管理局 メディア活用地域防災力向上事業
滋賀県総合防災訓練の模様を編集した防災特別番組を制作・放送し、県民の防災意識の向上を図
る。

2,101 2,101 2,101 2,101

防災危機管理局 防災カフェ事業
災害についての研究や活動を行っている専門家等との交流を通じて、県民等の防災に関する知識や
意識の向上を図る。

544 544 536 536

防災危機管理局 地震対策強化支援事業
地域防災力の強化、災害発生時における的確な対応に資するため、市町および県民を対象とした各
種研修を実施するとともに、県災害対策地方本部の機能強化を図る。

1,056 1,056 1,070 1,070

防災危機管理局 地震対策連絡調整費（B経費） 地震対策にかかる事務に要する費用を計上する。 1,305 1,305 84 84

防災危機管理局
地震観測調査・情報収集（B経
費）

地震観測調査・情報収集にかかる事務に要する費用を計上する。 802 802 1,349 1,349

防災危機管理局 原子力防災対策実効性向上事業
実効性ある多重防護体制の構築を図るため、市町等との連携を強化するとともに、出前講座を開催
し、リスクコミュニケーションを推進する。

333 333 569 569

防災危機管理局 原子力防災対策強化事業
原子力防災対策の実践力向上を図るため、原子力防災訓練等を実施するとともに、職員の専門知識
の向上を図るため、専門研修の開催等を行う。

26,565 26,565 18,479 18,479

防災危機管理局 原子力防災対策の推進（B経費）
原子力防災対策の推進のため、モニタリング・通信システム、測定機器を運用・維持するととも
に、原子力防災活動資機材を整備する。

243,756 243,506 250 181,461 181,281 180

防災危機管理局 消防施設等の整備
生物・化学テロ対応資機材の維持経費について、国民保護対応および広域消防行政の観点から補助
金を交付する。

88 88 75 75

防災危機管理局 消防施設等の整備（B経費） 消防施設等の整備にかかる事務に要する費用を計上する。 229 229 129 129

防災危機管理局 消防予防事務費（B経費） 危険物取扱者および消防設備士の免状交付等にかかる事務に要する費用を計上する。 23,003 23,003 23,793 23,793

防災危機管理局 防火保安啓発事業の推進
消防本部など関係する機関と協力し、各地区の防火保安協会と連携を保ちながら、防火保安思想の
普及徹底と災害の未然防止に取り組む（一社）滋賀県防火保安協会連合会に対し、運営費を助成す
る。

5,563 5,563 5,316 5,316

防災危機管理局
防火保安啓発事業の推進（B経
費）

防火保安啓発事業の推進にかかる事務に要する費用を計上する。 325 325 322 322

防災危機管理局 救急安心センター事業
救急車の適正利用、救急医療機関の受診の適正化および住民への安全・安心の提供のため、病気や
けがをした対応で迷った際の電話相談窓口を設置する。

13,019 5,202 7,817

防災危機管理局 機能別消防団員制度導入支援事業
機能別消防団員の確保を促進するため、市町職員を対象とした機能別消防団員制度導入支援研修会
等を実施する。

184 184 394 394

防災危機管理局 消防行政の推進（B経費） 消防行政の推進にかかる事務に要する費用を計上する。 3,357 3,357 3,146 3,146



決定 （単位：千円）

財　　　源　　　内　　　訳

課  名 事　業　名 事　　業　　概　　要 予算額 国支出金 起債 その他 一般財源 予算額 国支出金 起債 その他 一般財源

（参考）　前年度当初予算額

財　　　源　　　内　　　訳

当初予算額

防災危機管理局 消防組織の強化・調整費
救急救命士を養成する団体である（一社）救急振興財団に負担金を、消防職・団員の教養訓練、消
防思想の普及徹底など消防組織法に基づく県の消防事務を補完する団体である（公財）滋賀県消防
協会に補助金を支出する。

19,443 19,443 19,378 19,378

防災危機管理局
消防組織の強化・調整費（B経
費）

消防組織強化等にかかる事務に要する費用を計上する。 883 883 883 883

防災危機管理局 【備】訓練用資機材整備事業費 消防学校の訓練用資機材を計画的に更新する費用を計上する。 6,917 6,917 5,100 5,100

防災危機管理局 【高】学校運営費（物価高騰分） 物価高騰に伴う消防学校の光熱水費に要する費用を計上する。 2,970 2,970 2,714 2,714

防災危機管理局 学校運営費（B経費） 消防学校の運営にかかる事務に要する費用を計上する。 50,571 2,671 47,900 47,682 2,926 44,756

防災危機管理局 学校施設管理費（B経費）
老朽化が進む消防学校の施設改修や設備更新を行い、地域防災の要である消防職団員の生活環境の
改善および教育環境の充実を図る。

463,518 436,700 26,818 117,870 83,500 34,370

防災危機管理局 教育訓練実施事業費（B経費） 消防学校における教育訓練にかかる事務に要する費用を計上する。 12,362 12,362 12,303 12,303

防災危機管理局 【長】学校施設長寿命化事業 予防保全計画に基づき、消防学校の施設の改修を行う。 224,132 221,800 2,332

防災危機管理局 高圧ガス指導取締事業（B経費） 高圧ガス指導取締にかかる事務に要する費用を計上する。 7,219 7,219 8,779 8,779

防災危機管理局 火薬類指導取締事業（B経費） 火薬類等指導取締にかかる事務に要する費用を計上する。 847 847 874 874

防災危機管理局 電気工事指導取締事業（B経費） 電気工事指導取締にかかる事務に要する費用を計上する。 8,413 8,413 5,476 5,476


